
平成19年３月期 個別中間財務諸表の概要  
平成18年11月17日

上場会社名 岩塚製菓株式会社   

コード番号 2221 上場取引所 ＪＱ

（URL　http://www.iwatsukaseika.co.jp/） 本社所在都道府県 新潟県

代表者 役職名 代表取締役社長

 氏名 槇　春夫

問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長

 氏名 郷　芳夫 ＴＥＬ　　（0258）92－4111

決算取締役会開催日 平成18年11月17日 配当支払開始日 平成―年―月―日

単元株制度採用の有無 有（１単元　100株）   

１．18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨て）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 8,933 (1.9) 78 (─) 244 (129.5)

17年９月中間期 8,769 (3.0) △146 (─) 106 (△53.9)

18年３月期 18,419 175 440

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 127 (155.7) 21 50

17年９月中間期 49 (△57.0) 8 41

18年３月期 236 38 65

（注）①期中平均株式数 18年９月中間期 5,931,797株 17年９月中間期 5,931,877株 18年３月期 5,931,858株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態 （百万円未満切捨て）

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 24,409 14,663 60.1 2,471 98

17年９月中間期 19,465 11,812 60.7 1,991 43

18年３月期 22,528 13,346 59.2 2,249 95

（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期 5,931,797株 17年９月中間期 5,931,877株 18年３月期 5,931,797株

②期末自己株式数 18年９月中間期 63,203株 17年９月中間期 63,123株 18年３月期 63,203株

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 19,300 550 260

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　43円83銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年３月期 － 10.00 10.00

19年３月期（実績） － －
10.00

19年３月期（予想） － 10.00

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間期
比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

現金及び預金 799,747 172,062  150,123

受取手形 ※３ 262,556 210,751  224,722

売掛金 2,165,659 2,353,877  2,557,518

たな卸資産 413,658 316,157  330,540

その他 336,452 312,092  560,159

貸倒引当金 △10,756 △39,930  △16,730

流動資産合計 3,967,318 20.4 3,325,011 13.6 △642,307 3,806,334 16.9

Ⅱ　固定資産  

有形固定資産 ※１  

建物 2,814,794 4,566,184  4,176,781

機械及び装
置

1,068,619 1,529,295  1,291,542

土地 713,530 713,530  713,530

建設仮勘定 1,248,970 －  439,151

その他 199,858 489,152  379,105

有形固定資産
合計

6,045,772 7,298,163  7,000,111

無形固定資産 14,223 14,093  13,840

投資その他の
資産

 

投資有価証
券

8,546,543 12,927,295  10,834,211

その他 909,903 854,722  883,314

貸倒引当金 △18,110 △9,450  △9,450

投資その他の
資産合計

9,438,336 13,772,568  11,708,076

固定資産合計 15,498,332 79.6 21,084,825 86.4 5,586,493 18,722,028 83.1

資産合計 19,465,651 100.0 24,409,836 100.0 4,944,185 22,528,362 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間期
比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

買掛金 565,540 490,709  530,019

短期借入金 250,000 800,000  800,000

１年以内に返
済予定の長期
借入金 

552,000 552,000  552,000

未払法人税等 102,562 107,575  250,015

未払消費税等 － 43,375  －

賞与引当金 339,023 347,678  328,917

その他 681,844 1,020,862  900,219

流動負債合計 2,490,971 12.8 3,362,202 13.8 871,230 3,361,172 14.9

Ⅱ　固定負債  

長期借入金 1,948,000 1,396,000  1,672,000

退職給付引当
金

955,319 997,950  990,507

役員退職慰労
引当金

78,927 68,119  83,327

繰延税金負債 2,179,534 3,922,282  3,075,119

固定負債合計 5,161,781 26.5 6,384,351 26.1 1,222,570 5,820,954 25.9

負債合計 7,652,753 39.3 9,746,554 39.9 2,093,800 9,182,126 40.8

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 1,634,750 8.4 － － － 1,634,750 7.3

Ⅱ　資本剰余金  

資本準備金 1,859,250 －  1,859,250

資本剰余金合
計

1,859,250 9.6 － － － 1,859,250 8.2

Ⅲ　利益剰余金  

利益準備金 101,437 －  101,437

任意積立金 4,235,000 －  4,235,000

中間（当期）
未処分利益

117,389 －  303,602

利益剰余金合
計

4,453,827 22.9 － － － 4,640,040 20.6

Ⅳ　その他有価証券
評価差額金

3,922,448 20.1 － － － 5,269,694 23.4

Ⅴ　自己株式 △57,378 △0.3 － － － △57,499 △0.3

資本合計 11,812,897 60.7 － － － 13,346,235 59.2

負債資本合計 19,465,651 100.0 － － － 22,528,362 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間期
比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

１　資本金 － － 1,634,750 6.7 － － －

２　資本剰余金  

　（１）資本準備金 － 1,859,250  －

資本剰余金合
計

－ － 1,859,250 7.6 － － －

３　利益剰余金  

　（１）利益準備金 － 101,437  －

　 (２）その他利益
剰余金

 

別途積立金 － 4,435,000  －

繰越利益剰余
金

－ 165,001  －

利益剰余金合
計

－ － 4,701,439 19.3 － － －

４　自己株式 － － △57,499 △0.2 － － －

株主資本合計
　

－ － 8,137,939 33.4 － － －

Ⅱ　評価・換算差額
等

１　その他有価証
券評価差額金

－ － 6,525,342 26.7 － － －

評価・換算差額
等合計

－ － 6,525,342 26.7 － － －

純資産合計 － － 14,663,282 60.1 － － －

負債純資産合計 － － 24,409,836 100.0 － － －
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(2）中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間期
比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 8,769,005 100.0 8,933,988 100.0 164,982 18,419,717 100.0

Ⅱ　売上原価 6,206,323 70.8 6,199,881 69.4 △6,441 12,805,898 69.5

売上総利益 2,562,682 29.2 2,734,107 30.6 171,424 5,613,819 30.5

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

2,708,820 30.9 2,655,347 29.7 △53,472 5,438,124 29.5

営業利益又は
営業損失(△)

△146,138 △1.7 78,759 0.9 224,897 175,695 1.0

Ⅳ　営業外収益 ※１ 260,015 3.0 176,837 1.9 △83,177 293,177 1.6

Ⅴ　営業外費用 ※２ 7,238 0.1 10,850 0.1 3,611 28,247 0.2

経常利益 106,638 1.2 244,746 2.7 138,108 440,625 2.4

Ⅵ　特別利益 ※３ 40,925 0.5 8,429 0.1 △32,495 73,914 0.4

Ⅶ　特別損失 ※４ 37,918 0.4 19,155 0.2 △18,762 60,773 0.3

税引前中間
（当期）純利
益

109,644 1.3 234,020 2.6 124,375 453,766 2.5

法人税、住民
税及び事業税

88,124 94,664  297,601

法人税等調整
額

△28,339 59,784 0.7 11,839 106,503 1.2 46,718 △79,907 217,693 1.2

中間（当期）
純利益

49,860 0.6 127,517 1.4 77,656 236,072 1.3

前期繰越利益 67,529 －  67,529

中間（当期）
未処分利益

117,389 －  303,602
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(3）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高

　　　　　　 　（千円）
1,634,750 1,859,250 1,859,250 101,437 4,235,000 303,602 4,640,040 △57,499 8,076,540

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立て

（注）
    200,000 △200,000 －  －

剰余金の配当（注）      △59,317 △59,317  △59,317

利益処分による役員賞与

（注）
     △6,800 △6,800  △6,800

中間純利益      127,517 127,517  127,517

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

         

中間会計期間中の変動額

合計　　　　 　（千円）
－ － － － 200,000 △138,600 61,399 － 61,399

平成18年９月30日　残高

　　　　　　 　（千円）
1,634,750 1,859,250 1,859,250 101,437 4,435,000 165,001 4,701,439 △57,499 8,137,939

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高

　　　　　　　 （千円）
5,269,694 5,269,694 13,346,235

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立て

（注）
  －

剰余金の配当（注）   △59,317

利益処分による役員賞与

（注）
  △6,800

中間純利益   127,517

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額）

1,255,647 1,255,647 1,255,647

中間会計期間中の変動額　

合計　　　　　 （千円）
1,255,647 1,255,647 1,317,047

平成18年９月30日　残高

　　　　　　 　（千円）
6,525,342 6,525,342 14,663,282

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

売買目的有価証券

……時価法（売却原価は移動平均法に

より算定）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

売買目的有価証券

同左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

売買目的有価証券

同左

子会社及び関連会社株式

……移動平均法による原価法

子会社及び関連会社株式

同左

子会社及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

……中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

……中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

……決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

……移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

製品、原材料、仕掛品、貯蔵品のうち燃

料

……総平均法に基づく原価法

(2）たな卸資産

同左

(2）たな卸資産

同左

貯蔵品のうち燃料以外のもの

……最終仕入原価法に基づく原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法）を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

同左

建物 ３～50年

機械装置 ９年

(2）無形固定資産

……定額法

(2)無形固定資産

同左

(2)無形固定資産

同左
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

……債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

……従業員の賞与の支払に備えて、賞

与支給見込額の当中間会計期間負

担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

……従業員に対して翌期支給する賞与

のうち当事業年度の負担すべき支

給見込額を計上しております。

(3）退職給付引当金

……従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(12

年)による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

……従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(12

年)による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。

(4）役員退職慰労引当金

……役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程（内規）

に基づく中間期末要支給額を計上

しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

……役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程（内規）

に基づく期末要支給額を計上して

おります。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

４．リース取引の処理方法

同左

４．リース取引の処理方法

同左

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

５．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項

　消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会　平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成15年10月

31日）を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。

────── (固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号　平成15年10月31

日）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。

 

──────

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第５号　平成17年12月９日)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号　平成17年12月９日)を適用しており

ます。

　これまでの資本の部の合計に相当する金

額は14,663,282千円であります。

　なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。

──────

 

 

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

（中間貸借対照表）

　「建設仮勘定」は、前中間会計期間末は、有形固定資産

の「その他」に含めて表示していましたが、当中間会計期

間末において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲

記しました。

　なお、前中間会計期間末の「建設仮勘定」の金額は6,765

千円であります。

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間末まで区分掲記していた「建設仮勘定」

(当中間会計期間末の残高は108,437千円)は、当中間会計

期間末において資産の総額の100分の５以下となったので、

有形固定資産の「その他」に含めて表示することとしまし

た。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度末

（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償

却累計額

         10,560,066千円         11,004.893千円 10,721,993千円

　２．保証債務 　次の関連会社について、金融機
関からの借入に対し債務保証を行っ
ております。

旺旺・ジャパン株

式会社

100,000千円

計 100,000千円

　次の関連会社について、金融機
関からの借入に対し債務保証を行っ
ております。

旺旺・ジャパン株

式会社

130,000千円

計 130,000千円

　次の関連会社について、金融機
関からの借入に対し債務保証を行っ
ております。

旺旺・ジャパン株

式会社

130,000千円

計 130,000千円

※３．中間期末（期末）日満

期手形

────── 　中間期末満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当

中間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。

 

受取手形　　　　 10,246千円

──────

（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．営業外収益のうち主要

なもの

受取利息

受取配当金

    108千円

    217,563千円

127千円

151,656千円

         202千円

      224,379千円

※２．営業外費用のうち主要

なもの

支払利息       5,038千円 8,445千円 12,781千円

※３．特別利益のうち主要な

もの

投資有価証券売却益        40,925千円 7,215千円        64,363千円

※４．特別損失のうち主要な

もの

固定資産除却損        5,019千円      4,645千円      21,384千円

投資有価証券評価損 －千円 9,126千円 －千円

ゴルフ会員権評価損 －千円 5,000千円 36,247千円

　５．減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

   227,957千円

  342千円

  316,029千円

396千円

     537,238千円

       684千円

（中間株主資本等変動計算書関係）

 当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前事業年度末株式数
当中間会計期間増加

　　株式数

当中間会計期間減少

　　株式数

当中間会計期間末株

式数

 普通株式 63,203 株  ― 株  ― 株 63,203 株

 　　　　合計 63,203 株  ― 株  ― 株 63,203 株
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①　リース取引

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　リース物件の

所有権が借主に

移転すると認め

られるもの以外

のファイナン

ス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固
定資産

その他 302,902 155,817 147,085

合計 302,902 155,817 147,085

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固
定資産

その他 247,619 110,070 137,549

合計 247,619 110,070 137,549

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

有形固
定資産

その他 300,847 168,072 132,775

合計 300,847 168,072 132,775

（注）　取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定しております。

同左 （注）　取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 46,715千円

１年超 100,369千円

合計 147,085千円

１年内 48,110千円

１年超 89,438千円

合計 137,549千円

１年内  44,534千円

１年超   88,240千円

合計    132,775千円

（注）　未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しており

ます。

同左 （注）　未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 37,918千円

減価償却費相

当額
37,918千円

支払リース料 37,181千円

減価償却費相

当額
37,181千円

支払リース料 75,998千円

減価償却費相

当額
75,998千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっております。

同左 同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失は

ありません。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 1,991円43銭

１株当たり中間純利益金

額
 8円41銭

１株当たり純資産額 2,471円98銭

１株当たり中間純利益金

額
21円50銭

１株当たり純資産額 2,249円95銭

１株当たり当期純利益金

額
38円65銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在していないため記載しておりませ

ん。

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

中間（当期）純利益（千円) 49,860 127,517 236,072

普通株主に帰属しない金額（千

円）
－ － 6,800

（うち利益処分による役員賞与

金）
(－) (－) (6,800)

普通株式に係る中間（当期）純

利益（千円）
49,860 127,517 229,272

期中平均株式数（株） 5,931,877 5,931,797 5,931,858

（重要な後発事象）

前中間会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　該当事項はありません。
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